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1 はじめに 

人口減少や少子高齢化の進展とそれに伴う地方財

政の悪化に加え，地球環境問題等への対応など，都

市の持続可能性を脅かす諸問題が顕在化し，深刻に

なりつつある．このような状況下で，モータリゼー

ション，人口増加に伴い必要以上に拡散してきた都

市域を維持し，かつ住民の生活環境水準を現状水準

で維持していくことは困難であり，放置すれば都市

の持続可能性が危ぶまれる事態が想定される． 

近年，持続可能な都市を実現しうる空間構造とし

てコンパクトシティが広く議論されている．その根

拠として，都市のコンパクト化による効果をコスト

の観点から定量的に分析した研究 1)や，環境負荷削

減の観点から分析した研究のように一面的に評価し

た事例は存在するものの，いずれも断片的な分析に

留まっている． 

本研究は，都市の持続可能性を環境，財政，社会

の 3 要素から総合的に評価する手法を構築すること

を目的とする．具体的には，環境評価指標として「市

街地維持起源ライフサイクル環境負荷（以下 EL）」，

都市の財政的評価指標として「市街地維持コスト（以

下 C）」，住民の生活環境評価指標として「Quality of 

life （以下 QOL）」の 3 つの指標を，都市域を約 500m

×500m の 4 次メッシュ単位に分割したミクロ地区

レベルで空間的に推計できる手法を構築し，かつ時

系列評価が可能なモデルとする。その上で，都市空

間構造改変施策のシナリオ分析を行い，施策が都市

の持続可能性に与える影響を定量的に評価する． 

 

2 研究のフレームワーク 

 本研究の全体構成を図１に示す．本研究では，市

街地の構成要素として，住居系建築物及び道路，上

水道，下水道，公園を対象とする．これらのインフ

ラは，1)公共が主体となって整備されている，2)住

民の生活環境を向上させ，市街地を維持する役割を

担っている，ということから選定した． 

次に推定された市街地の空間分布から，EL，C，

QOL を推計する各モデルにより，指標値の時系列推

移を算出する。さらに，設定した持続可能性評価指

標に基づき，撤退地区，再集結地区を選定し，施策

を実施した場合に，住民の生活環境質を維持向上さ

せ，かつ市街地維持コストや市街地維持に起因する

環境負荷を削減可能な都市構造を導出する． 

 

3 推計方法 

3.1 インフラの空間分布の経年での推計 

 C 及び EL には，その原因となるインフラや建築

物の供用後経過年数が大きく影響する．そこで，そ

の原因となるインフラや建築物の経過年数別空間分

布を把握しておく必要がある． 

従来，行政におけるインフラの維持管理作業のた

めには，紙媒体による道路台帳等の属性情報と道路

網地図等の空間情報が膨大なデータとして蓄積，整

備されてきた．近年では，GIS（地理情報システム）

の進展，普及に伴い，それらは電子データベースと

して，より扱い易く改良されつつあるものの，その

ような対応は大都市圏や一部地方自治体に限定され

ている．したがって，インフラの空間データを汎用

的に分析に組み込むためには，これらを簡便に推計

する手法の構築が不可欠となる． 
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 そこで，市街地の形成過程及び市街地形態と，イ

ンフラ整備時期の関係性に着目し，土地利用の時系

列履歴と土地利用属性を用いて，地区を特性に応じ

て分類する．まず，細密数値情報(10ｍメッシュ土地

利用)における 1977～1997 年の計 5 期分のデータを

利用し，その中の一般低層住宅地，密集低層住宅地，

中高層住宅地，商業・業務用地用途を市街地的用途

とし，市街地が形成された時期をインフラ整備時期

とみなすことで，インフラの整備年度を推定する． 

 10ｍメッシュ土地利用における一般低層住宅地，

密集低層住宅地，中高層住宅地の混合割合と，市街

地の整備年度の標準偏差，また市街地の発展状況を

表す指標として事業所数，高齢化率等の指標を用い，

図２のように地区を分類する．分類毎に地区内イン

フラ密度が異なることから，既往研究において既に

データが整備されている都市をサンプルケースとし

て，インフラ存在量推計モデルを構築し，対象都市

に適用する． 

3.2 環境負荷(EL)指標の推計 

 都市・地域 LCA(Life Cycle Assessment)の手法を用

いて，都市域の多種のライフサイクル環境負荷を包

括的に推計するシステムを適用する．具体的には，

3.1 で推計されたインフラ、建築物データに、別途整

備する各種インフラの単位量当たり環境負荷原単位

を乗じ、式(1)により推計する． 

1 2( )
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t t t t
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EL IF IF IFα κ β κ γ= + +∑市街地 修繕 更新維持管理

 i ：対象とするインフラ種類，IF：t 期の各維持更新段階に

おけるインフラ量，α,β，γ：各インフラ維持更新段階にお

ける環境負荷原単位，κ：修繕・更新年度ダミー 

3.3 市街地維持コスト(C)指標の推計 

 対象とするインフラデータに，別途整備した維持

更新作業の単位量あたりコスト原単位を乗じること

により C を推計する． 

3.4 QOL 指標の推計 

 推計方法は既報 2)に基づく．これは，各地区にお

ける居住者の QOL が，a)居住地区から得られる環境

の物理量と，b)居住する個人の主観的な価値観によ

って決定されると考え，推計されるものである． 

3.5 都市の持続可能性評価指標の設定 

 持続可能性を評価する上で，時間軸の考慮は不可

欠である．そこで本研究では 3.2～3.4 節で推計した

各指標の時系列値を用いて，都市の持続可能性を評

価する指標を表１のように整備する． 

これは，世代間の公平性、効率性という観点から，

ミクロ地区レベルにおいて各地区が満たすべき要件

を指標化することを意図したものである．これらの

指標値を定義することで，都市全体の持続可能性の

向上，低下を定量的に評価することが可能になる．

設定した指標を BAU(Business as usual)シナリオに適

用することで，現状のまま推移した場合の持続可能

性を評価し，都市空間構造改変施策を実施した場合

と比較する．これにより施策が都市域の持続可能性

に与える影響を把握することができる． 

 

4 おわりに 

 本稿では，1)市街地維持起源環境負荷，2)市街地

維持コスト，3)QOL の 3 つの観点から，都市の持続

可能性を評価し，それに基づく望ましい都市空間構

造を導出する枠組みを示した．今後は，実都市への

適用及び施策分析を実施していく予定である． 
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図２ 地区分類イメージ 

表１ 持続可能性評価指標の例 
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